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Ⅰ．事案の概要と下級審判決
1 ．事案の概要
第一審判決が認定した事実によれば，大略次のような経緯が認められる。
被告人は，独自の思想を信奉するＡや，Ａを主宰者とする甲団体の思
想・活動に興味を抱き，自己の開設するホームページのコンテンツとして
「甲観察会」を立ち上げ，甲に関係する記事を掲載していた。
その後，被告人はＡの長男Ｂ，同じく娘婿Ｃを代表取締役とする乙社
が展開する飲食店事業のフランチャイズ加盟店の店長であった者とメール
の送受信を繰り返した。そこから，乙社が展開するフランチャイズチェー
ンシステムを信用し，加盟店開業のため多額の投資をしたにもかかわらず，
財産を失った人がいる，という問題意識を持ち，あわせて一般人が甲団体
やその関係企業に知らず知らずのうちに関わってしまうことの危険性を感
じ，甲団体に対する批判を本格化させた。
判例評釈
インターネットでの個人の表現行為と
名誉毀損罪の成否・再論
―いわゆる「平和神軍観察会」事件最高裁決定（最高裁平成
22年 3 月15日第一小法廷決定）―
前　田　　　聡
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これに前後して，甲団体の関係者と思しき複数の人物から，甲団体やＡ
に対する誹謗中傷をやめるよう警告するメールを受信した。また，被告人
の開設するホームページの掲示板には，甲団体の関係者と思しき人物から
の書き込みが複数回なされ，被告人もこれらに対抗した（ただし，この点
については第一審判決の理由中において「甲団体関係者と思しき人物から
脅迫と評価され得るインターネット上の掲示板への書き込みなどをされた
ことは確かに認められるものの，その人物らは特定されておらず，誰がど
のような経緯，思惑でそのような行為に及んだかは見当がつかない状況に
ある」と判断されている）。
そして被告人は，自己のホームページ内において，そのトップページに
て「インチキFC乙粉砕！」「貴方が『乙』で食事をすると，飲食代の 4～
5％がカルト集団の収入になります」などと記載した文章を，また同ペー
ジの，乙社の会社説明会広告を利用したページ下段に「おいおい，まとも
な企業のふりしてんじゃねぇよ。この手の就職情報誌には，給料のサバ読
みはよくあることですが，ここまで実態とかけ離れているのも珍しい。教
祖が宗教法人のブローカーをやっていた右翼系カルト『甲』が母体だとい
うことも，FC店を開くときに，自宅を無理やり担保に入れられるなんて
ことも，……この広告には全く書かれず，『店が持てる，店長になれる』
と調子のいいことばかり」と記載した文章などをそれぞれ掲載しつづけた
（「本件表現行為」）。
この本件表現行為が，乙社がカルト集団である旨の，または，虚偽の広
告をしているがごとき内容を記載した文章を掲載し不特定多数の者に閲覧
させることによって，公然と事実を摘示して，乙社の名誉を毀損したとし
て，被告人は起訴された。
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2 ．下級審判決
ⅰ．第一審判決
第一審の東京地方裁判所は大略次のような判断を示して，被告人を無罪
とした（東京地裁平成20年 2 月29日判決1））。
⑴　本件表現行為は，不特定多数人が容易に閲読しうるインターネット
上でなされたものであるから公然性ある表現行為であり，また，具体
的な事実を摘示して乙社の名誉を毀損したものと認められる。
⑵　弁護人は本件表現行為には刑法230条の 2第 1項が適用されるべき
であるとするところ，本件表現行為において摘示された事実が「公共
の利害に関する事実」であること，本件表現行為が「公益を図る目
的」でなされたものといえること，が認められた。しかし，摘示事実
の真実性については，「乙が甲と実在的一体性を有すると認められな
いことはもちろん，加盟店から乙への資金の流れにも，乙から甲への
資金の流れにも取り立てて問題視すべき点はなく，乙が甲といわばフ
ロント企業のような緊密な関係にあると認めることはできない」とし
て，本件表現行為において摘示した事実の重要部分が真実であるとの
証明があったとはいえない。
⑶　「犯罪の成立を妨げるその他の理由」として，弁護人は本件表現行
為が公共の利害に関する事実につき公益目的のもと，相当な資料，根
拠に基づいて行われたものであって誤信に相当性があることから，被
1）　判例時報2009号151頁。同判決の評釈類として，園田寿・法学セミナー648号
（2008年）38頁，同・ジュリスト1376号（平成20年度重要判例解説，2009年）188頁，
前田聡・流経法学 9巻 1号（2009年）87頁，上村都・法学セミナー659号（2009年）
4頁がある。また，本判決に論及する文献として，永井善之「インターネットと名誉
毀損・わいせつ犯罪」刑事法ジャーナル15号（2009年）10頁が，本件被告人側弁護人
による，本判決ならびに控訴審判決についてのコメントとして，紀藤正樹「ネット書
き込みで名誉棄損は成立するのか」法学セミナー655号（2009年） 6頁がある。
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告人は無罪である旨，さらに「本件表現が社会的意義を有し，脅迫を
受けつつ行われた対抗言論であること」などからすると，「本件表現
行為はそもそも可罰的違法性を欠如している」とする。
この点，1969年のいわゆる「夕刊和歌山時事」事件最高裁判決2）
にて，摘示事実が公共利害に関する事実にかかるものであり，かつ公
益を図る目的でなされたときには，摘示事実が真実との証明がなくて
も，「行為者がその事実を真実であると誤信し，その誤信したことに
ついて確実な資料，根拠に照らし相当な理由があるときは，犯罪の故
意がなく，名誉毀損の罪は成立しない」とされている。しかし，本件
においては，被告人が「本件表現行為において摘示した事実が真実で
あると信じたことについて，確実な資料，根拠に照らし相当な理由が
あったと認めることはできない」。
⑷　「しかしながら，翻って考えてみると，本件のようなインターネッ
ト上の表現行為について従来の基準をそのまま適用すべきかどうかに
ついては，改めて検討を要する」。すなわち，「インターネットの利用
者は相互に情報の発受信に関して対等の地位に立ち言論を応酬し合え
る点において，これまでの情報媒体とは著しく異なった特徴をもって
いる」。したがって，「インターネット上での表現行為の被害者は，名
誉毀損的表現行為を知り得る状況にあれば，インターネットを利用で
きる環境と能力がある限り，容易に加害者に対して反論することがで
きる」。そうであるとすれば，常に反論を期待することはもちろん相
当ではないが，「被害者が，自ら進んで加害者からの名誉毀損的表現
を誘発する情報をインターネット上で先に発信したとか，加害者の名
誉毀損的表現行為がなされた前後の経緯に照らして，加害者の当該表
現に対する被害者による情報発信を期待してもおかしくないとかいう
2）最大判昭和44年 6 月25日刑集23巻 7 号975頁。
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ような特段の事情があるときには，被害者による反論を要求しても不
当とはいえない」し，また，「このような特段の事情が認められると
きには，被害者が実際に反論したかどうかは問わずに，そのような反
論の可能性があることをもって加害者の名誉毀損罪の成立を妨げる前
提状況とすることが許される」。
⑸　さらにインターネットの個人利用者に対しては「これまでのマスコ
ミなどに対するような高い取材能力や綿密な情報収集，分析活動が
期待できないことは，インターネットの利用者一般が知悉して」おり，
ゆえにインターネットの「個人利用者がインターネット上で発信した
情報の信頼性は一般的に低いものと受けとめられている」と思われる。
⑹　上述のようなインターネットの特性，さらにインターネット上の情
報の信頼性についての一般的な受け取られ方にも鑑みれば，公共利害
に関する事実につき公益目的でインターネットを使って名誉毀損的表
現に及んだ場合には，「夕刊和歌山時事」事件最高裁判決に示された
基準によらず，「加害者が，摘示した事実が真実でないことを知りな
がら発信したか，あるいは，インターネットの個人利用者に対して要
求される水準を満たす調査を行わず，真実かどうか確かめないで発信
した」といえるときに，はじめて名誉毀損罪に問うべきである。事実
の真実性，あるいは真実性についての誤信の相当性の立証が困難であ
ることからすれば，上述のように解することで，「インターネットを
使った個人利用者による真実の表現行為がいわゆる自己検閲により委
縮するという事態が生ぜず，ひいては憲法21条によって要請される情
報や思想の自由な流通が確保される」と思われる。
ⅱ．控訴審判決
以上の第一審判決を不服として検察官が控訴したところ，本決定の原審
たる本件控訴審判決（東京高裁平成21年 1 月30日判決3））は，第一審を破
棄し，「被告人を罰金30万円に処する」とした。なお，検察官の控訴趣意
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は，本件表現行為は「主として公益を図る目的で」及んだものといえず，
判決に影響を及ぼすことが明らかな事実誤認があるという点，そして本件
第一審判決が「結論として，被告人に対し名誉毀損罪の罪責は問い得ない
と判断した点は，刑法230条の 2第 1項の解釈・適用を誤ったものであり」，
判決に影響を及ぼすことが明らかな法令適用の誤りがあるという点の 2つ
であった。以下本文では後者の点についてのみ掲げる4）。
⑴　検察官は，いわゆる「夕刊和歌山時事」事件最高裁判決を引用し，
インターネット上の表現行為について本件第一審判決のように新たな
基準により判断することは，「名誉毀損に際して利用された情報媒体
の種類による区別を設けていない最高裁大法廷判決の判示内容に反す
る」として，明らかな法令適用の誤りがあると主張する。この点につ
いて検討すると本件第一審判決が「新たな基準を定立し，その要件を
満たす場合には名誉毀損罪は成立しないとした点」は，次に述べる理
由から「是認することができない」。
⑵　まず，「被害者の反論の可能性があること」をもって，「夕刊和歌山
時事」事件最高裁判決の提示する基準を緩和している点については，
3）判例タイムズ1309号91頁。同判決の評釈類として，進士英寛・NBL915号（2009年
55頁，上村・前掲注⑸，緒方あゆみ・同志社法学61巻 6 号（2010年）1909頁，嘉門
優・速報判例解説 6巻（2010年）183頁，佐藤結美・北大法学論集61巻 1 号（2010年）
218頁がある。
4）なお， 2つの控訴趣意のうち前者の点については，「本件表現は，一般人に対して，
飲食店のフランチャイズチェーンシステムを広く展開する」乙社の「問題点を指摘し，
注意を呼び掛ける目的でなされたもの」であり，ホームページ中このような「目的で
なされたものというには疑問を感じさせるものも散見される」が，しかし，「ホーム
ページを閲覧する者の関心を引き付けるためには，ある程度砕けた表現をすることも
必要」であるし，本件表現行為に至った経緯や，被告人が「不十分とはいえ，それな
りの情報収集を行っていること等をも考慮」すれば，本件表現行為は「主として公益
を図る目的でなされたものというべきである」と判断された。
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そもそも被害者が反論するには，自身が自己の名誉を毀損する内容の
表現の存在を知らねばならないが，「インターネット上のすべての情
報を知ることはおよそ不可能であ」り，問題の表現の存在を知らない
被害者に対しては「反論を要求すること自体そもそも不可能である」。
また，「反論可能な被害者」も「現実に反論するまでは名誉を毀損
する内容の表現がインターネット上に放置」され続けることになるし，
被害者が反論するに際し反論の対象たる問題の表現を何らかの形で示
すことが必要だが，そのことは当該表現の存在を知らない第三者に当
該表現の存在を被害者「自ら公表して知らしめることを要求するのに
等し」く，そのために被害者の中には「更なる社会的評価の低下を恐
れてやむなく反論を差し控える者が生じることもあり得る」。
さらに，名誉毀損の加害者は「常に自らの身分を特定し得るに足り
る事項を明らかにするとは限ら」ず，こうした「匿名又はこれに類す
るものによる表現に対しては，有効かつ適切な反論をすることは困
難」なことも予想される。
加えて被害者が反論したとしても，問題の表現を閲覧した第三者が
その反論を閲覧するとは限らないし，閲覧の可能性が高いということ
もできない。そして，「被害者の反論に対し，加害者が再反論を加え
ることにより，被害者の名誉が一層毀損され，時にはそれがエスカ
レートしていくことも容易に予想される」。
いずれにせよ，インターネットの広範な普及によりそこでの情報が
「不特定の，文字通り多数の者の閲覧に供されることを考えると，そ
の被害は時として深刻なものとなり得る」し，それは本件第一審判決
がいう「特段の事情」が認められる場合であっても異ならない。ゆえ
に，「反論の可能性」の存在を理由に，「夕刊和歌山時事事件」最高裁
判決が示す基準を緩和するのは「被害者保護に欠け，相当でない」。
⑶　次に，「インターネット上の情報の信頼性」について。確かにイン
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ターネット上の情報の中には信頼性が低いと見られるものが多数存在
する。しかし，そうした情報の存在はインターネット上に限ったこと
ではなく，逆にインターネット上の情報の中にも，「確実な資料，根
拠に基づいた信頼性の高いもの」も多数存在するし，それは個人利用
者が発信する情報であっても同様である。つまり，インターネットの
個人利用者が発信する情報だからといって「必ずしも信頼性が低いと
は限らない」し，その情報を閲覧する者も「個人利用者の発信する情
報は一律に信頼性が低いという前提で閲覧するわけではない」。
また，「全体的には信頼性の低いものと受け止められる情報であっ
ても，それを閲覧する者としては，全く根も葉もない情報であると認
識するとは限らないのであり，むしろその情報の中にも幾分かの真実
が含まれているのではないかと考えるのが通常であろう」。こうした
情報により名誉が不当に毀損される危険性は，本件第一審判決のいう
「『信頼性が低いものとは受け止められていない情報』における名誉毀
損の場合と何ら異なるものではない」。それゆえ，「インターネットを
使った個人利用者による情報に限って最高裁大法廷判決が判示してい
る基準を緩和する考え方には賛同できない」。「インターネットによる
表現行為は今後も拡大の一途をたどるものと思われるが，その表現内
容の信頼性の向上はますます要請されるのであって，これにより真の
表現の自由が尊重されることになるものと解される」。
Ⅱ．判旨
以上の控訴審判決を不服として，弁護人が上告したところ，最高裁判所
（第一小法廷）は弁護人の「上告趣意は，憲法法違反，判例違反をいう点
を含め，実質は単なる法令違反，事実誤認の主張であって，刑訴法405条
の上告理由に当たらない」として上告を棄却した（最高裁平成22年 3 月15
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日第一小法廷決定5））。その上で，「なお，所論にかんがみ，インターネッ
トの個人利用者による表現行為と名誉毀損罪の成否について，職権で判断
する」として以下のように論じた。
⑴　弁護人は，被告人が一市民として，インターネットの個人利用者に
対して要求される水準を満たす調査を行った上で本件表現行為をなし
ており，インターネットの発達に伴って表現行為を取り巻く環境が変
化していることを考慮すれば，被告人が摘示した事実を真実と信じた
ことについては相当の理由があると解すべきと主張している。
しかし，「個人利用者がインターネット上に掲載したものであるか
らといって，おしなべて，閲覧者において信頼性の低い情報として受
け取るとは限らない」し，「相当の理由の存否を判断するに際し，こ
れを一律に，個人が他の表現手段を利用した場合と区別して考えるべ
き根拠はない」。そしてインターネット上の情報は「不特定多数のイ
ンターネット利用者が瞬時に閲覧可能であり，これによる名誉毀損の
被害は時として深刻なものとなり得ること，一度損なわれた名誉の回
復は容易ではなく，インターネット上での反論によって十分にその
回復が図られる保証があるわけでもないことなど」を考慮すると，他
5）裁判所時報1503号10頁，判例時報2075号160頁。本決定の解説，評釈類として，家
令和典・Law&Technology48号（2010年）70頁，進士英寛・NBL927号（2010年）
6頁，宍戸常寿・新聞研究707号（2010年）68頁，前田雅英・警察学論集63巻 6 号
（2010年）144頁，早川真崇・警察公論63巻 6 号（2010年）104頁，加藤俊治・研修
744号（2010年）15頁，小玉大輔・法律のひろば63巻 7 号（2010年）23頁，小島慎
司・Journalism242号（2010年）48頁，三宅裕一郎・法学セミナー668号（2010年）
126頁，金澤真理・法律時報82巻 9 号（2010年）17頁，鈴木秀美・法律時報82巻 9 号
（2010年）22頁，同・ジュリスト1411号（2010年）22頁，松本哲治・速報判例解説憲
法No.37文献番号z18817009-00-010370505（WEB版2010年 7 月28日掲載），平川宗信・
刑事法ジャーナル24号（2010年）95頁，豊田兼彦・法学セミナー669号（2010年）123
頁，山田隆司・法学セミナー672号（2010年）42頁がある。
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の場合同様，「行為者が摘示した事実を真実であると誤信したことに
ついて，確実な資料，根拠に照らして相当の理由があると認められる
ときに限り，名誉毀損罪は成立しないものと解するのが相当であって，
より緩やかな要件で同罪の成立を否定すべきものとは解されない（最
高裁昭和41年（あ）第2472号同44年 6 月25日大法廷判決・刑集23巻 7
号975頁参照）」。
⑵　被告人は商業登記簿謄本，市販の雑誌記事，インターネット上の
書き込み，加盟店の店長であった者から受信したメール等の資料に基
づいて，摘示した事実を真実であると誤信して本件表現行為を行って
いるが，これらには「一方的立場から作成されたにすぎないものもあ
る」し，「フランチャイズシステムについて記載された資料に対する
被告人の理解」も「不正確」であった。また「被告人が乙株式会社の
関係者に事実関係を確認することも一切なかったことなどの事情が認
められる」。以上の事実関係の下では，「被告人が摘示した事実を真実
であると誤信したことについて，確実な資料，根拠に照らして相当の
理由があるとはいえないから，これと同旨の原判断は正当である」。
Ⅲ．分析と検討
1 ．はじめに
本件はインターネットでの個人の表現行為が刑法230条の名誉毀損罪に
問擬された場合において，いかなる要件の下に免責が認められうるのかが
問題となった事案である。
この点につき，第一審判決と控訴審判決とでは大きく見解が異なってい
る。そして本決定は，インターネットにおける個人の表現行為による名誉
毀損についても「夕刊和歌山時事」事件最高裁判決が提示した免責基準が
妥当するとして，原審たる控訴審判決の判断を是認したのである。
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第一審判決は，本件表現行為が刑法230条の 2第 1項が要求する「摘示
事実の真実性の証明」があったとはいえず，また，「夕刊和歌山時事」事
件最高裁判決が示す免責枠組にいう，摘示事実の真実性を誤信したことに
つき「確実な資料，根拠に照らし相当な理由があるとき」に当たるとはい
えないとした。その一方で，本件表現行為が「主として公益を図る目的の
もと，『公共の利害に関する事実』について」インターネット上にて行わ
れた場合において，①インターネット上において加害者の表現行為に対
する被害者による反論を要求しても不当とはいえない「特段の事情」が認
められる場合には，その反論可能性を「名誉毀損罪の成立を妨げる前提状
況」と認めることができるとし，②あわせてインターネット上で個人利用
者が発信する情報の信頼性が一般的に低いと受け止められていることを指
摘した上で，③以上を「かんがみると」，「加害者が，摘示した事実が真実
でないことを知りながら発信したか，あるいは，インターネットの個人利
用者に対して要求される水準を満たす調査を行わず真実かどうか確かめな
いで発信したといえるときにはじめて同罪に問擬」できるとの基準を示し
たのである。要するに第一審判決は，インターネットにおける個人の表現
行為が名誉毀損罪に該当するか否かを考えるに際し，上記①②の 2点を踏
まえて，従来の免責要件から緩和された基準を提示したのである。
これに対して控訴審判決は，次の点を指摘して第一審判決の判断を覆
し，従来の最高裁の基準によって免責の可否を決すべきとの態度を明らか
にした。すなわち①の点については，「被害者に反論の可能性があること
をもって」従来の基準を緩和しようとするのは「被害者保護に欠け，相当
でない」とし，さらに②の点については「インターネット上で個人利用者
が発信する情報だからといって，必ずしも信頼性が低いとは限らない」し，
インターネット上の情報の閲覧者の側でも「個人利用者の発信する情報は
一律に信頼性が低いという前提で閲覧するわけではな」く，さらに「全体
的には信頼性が低いものと受け止められる情報」であったとしても閲覧者
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は「そのような情報の中にも幾分かの真実が含まれているのではないかと
考えるのが通常」だとして，第一審判決が従来よりも緩和された免責基準
を提示する際に示した論拠を否定したのである。そして本決定も，控訴審
判決の判断をおおむね肯認し，「インターネットの個人利用者による表現
行為の場合においても，他の場合と同様に」，「夕刊和歌山時事」事件最高
裁判決の示す免責基準を採ることを明らかにしたのである。
本稿は以下，本決定について検討を行う。その際，考察の便宜から，第
一審判決の論理に則しながら検討を行う。
公然と事実を摘示し，人の名誉を毀損する行為は，不法行為として法的
責任を追及されうる（民法710条，709条）とともに，刑法上も可罰的なも
のとされる（刑法230条）。すなわち，人の社会的評価を低下させるような
事実（真実であるか否かを問わない）を，不特定又は多数人が知りうる状
況において摘示する行為を処罰対象とする。もっとも，仮に人の社会的評
価を低下させたとしても，広く社会全体の利益に資するために言明を公に
しなければならないこともありうるはずである。そしてこの両者の矛盾対
立を調整する仕組みとして，日本国憲法制定と前後して刑法230条の 2が
制定されたと考えられており，実際，最高裁6）も「刑法230条の 2の規定
は，人格権としての個人の名誉の保護と，憲法21条による正当な言論の保
障との調和をはかったものというべきであ」るとする7）。
この刑法230条の 2第 1項は，「公共の利害に関する場合の特例」として，
刑法230条に該当したとしても，①摘示された事実が「公共の利害に関す
6）最大判昭和44年 6 月25日・前掲注⑵。なお，後年，不法行為としての名誉毀損の場
面における表現物の事前差止が問題となった事案においてであるが，「人格権として
の個人の名誉の保護」を「憲法13条」に位置付けて，「表現の自由の保障（同21条）」
との調整を図るべきとの認識を示した最高裁判例として，最大判昭和61年 6 月11日民
集40巻 4 号872頁（いわゆる「北方ジャーナル」事件最高裁判決）がある。
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る事実に係」るものであり，かつ②摘示行為の目的が「専ら公益を図る目
的にあったと認め」られる場合には，③摘示事実の真否を判断し，真実で
あるとの証明がなされたときには「これを罰しない」と規定している8）。
刑法230条の 2については，その法的性質を巡り，とりわけ「真実性の
誤信」，すなわち行為者が摘示事実を真実であると考えて事実摘示を行っ
たところ，裁判において真実であることの証明に失敗した場合，どのよう
に取り扱うかという問題との関係で，見解の対立が見られる9）。
この点最高裁は，1969年のいわゆる「夕刊和歌山時事」事件最高裁判決
において，従来の「処罰阻却事由説」的理解10）を改めた。すなわち同判
決は，既述したように刑法230条の 2の規定が，「人格権としての個人の名
誉の保護と，憲法21条による正当な言論の保障との調和を図ったものとい
うべきであ」ることを確認した上で，「これら両者の調和と均衡を考慮す
るならば，たとい刑法230条ノ 2第 1項にいう事実が真実であることの証
7）刑法のテキストでも，刑法230条の 2の立法趣旨を本文中に説明したよう説明する
ことが一般的である。たとえば，西田典之『刑法各論』（弘文堂，第 5版，2010年）
111頁，山口厚『刑法各論』（有斐閣，第 2版，2010年）139頁を参照。しかし，同条
の立法趣旨が「名誉保護と表現の自由保障の調和」にあるという理解に対しては，疑
問が呈されていることに留意すべきである。奥平康弘『憲法裁判の可能性』（岩波書
店，1995年）167～168頁，および奥平・同書173頁注⒂が引用する，小野清一郎『名
誉と法律』（日本評論新社，1952年） 6～ 7頁を参照。
8）なお，同条 2項では公訴提起前の人の犯罪行為に関する事実につき上記①の要件を
満たすとみなす旨，また 3項では公務員もしくは公選公務員の候補者に関する事実に
ついては，上記①②の要件を満たしたものとして，③のみを要求する旨，それぞれ規
定されている。
9）本稿は，刑法学説の対立についてはこれ以上立ち入った検討を行わない。刑法学説
上の対立については，大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法⑿』（青林書院，第 2版，
2003年）40～42頁〔中森喜彦執筆〕を参照。
10）最一小判昭和34年 5 月 7 日刑集13巻 5 号641頁，及びその調査官解説である，竜岡
資久『最高裁判所判例解説刑事編昭和34年度』37事件166頁を参照。
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明がない場合でも，行為者がその事実を真実であると誤信し，その誤信し
たことについて，確実な資料，根拠に照らし相当な理由があるときは，犯
罪の故意がなく，名誉毀損の罪は成立しないものと解するのが相当であ
る」とした。つまり，上述の刑法230条の 2の要件のうち，③の要件を充
足しなかったとしても，④行為者が摘示事実を真実と誤信し，その誤信に
つき「確実な資料，根拠に照らし相当な理由がある」場合には「犯罪の故
意がな」いとされ，名誉毀損罪は不成立とされたのである。
上述の刑法230条の 2の規定及びその規定について最高裁が示した理解
は，憲法21条に一定の配慮を行った結果であると最高裁はいう。だが，憲
法学説では，同条の規定や最高裁による解釈に対し批判的あるいは懐疑的
な見解11）が少なくない12）。
11）長岡徹「表現の自由と名誉毀損」大石眞＝石川健治編『新・法律学の争点シリー
ズ⑶憲法の争点』（有斐閣，2008年）128頁を参照。具体的には，1964年にアメリカ
合衆国最高裁判所が下した，サリヴァン事件判決（NewYorkTimesCo.v.Sullivan,
376U.S.254(1964)）にて示された，いわゆる「現実の悪意（現実的悪意）」の法理を
参照して，少なくとも公務員・公職者（やその候補者）らについては，より緩やか
に免責を認めるべきと主張される。たとえば，浦部法穂「最判昭和44年 6 月25日判
批」『憲法判例百選⑴』（有斐閣，第 4版，2000年）145頁，松井茂記『日本国憲法』
（有斐閣，第 3版，2007年）460～461頁，山田隆司『公人とマス・メディア』（信山社，
2008年）を参照。また，「現実の悪意」の法理の導入ではなく，真実性や相当性の証
明責任（挙証責任）の転換を主張する見解も有力である。たとえば，河上和雄「刑
法と民法の交錯」北海学園大学法学部30周年記念『転換期の法学・政治学』（第一法
規，1996年）255頁，高橋和之『立憲主義と日本国憲法』（有斐閣，第 2版，2010年）
206頁を参照。
12）また，芦部信喜『憲法学Ⅲ』（有斐閣，増補版，2000年）353～355頁は，「現実の悪
意」の法理を導入することに慎重な態度を示しつつも，「夕刊和歌山時事事件」判決
の免責枠組が，「現実の悪意」の法理と比べたとき，「なお表現の自由の自己統治の価
値を十分に生かしていないのではないか，という疑問」があると指摘する。
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2 ．「反論の可能性」の存在と名誉毀損罪の成否
第一審判決は，インターネット上の名誉毀損的表現の被害者であっても，
同様にインターネット上において反論が可能であることを指摘した上で，
「被害者が，自ら進んで加害者からの名誉毀損的表現を誘発する情報をイ
ンターネット上で先に発信したとか，加害者の名誉毀損的表現行為がなさ
れた前後の経緯に照らして，加害者の当該表現に対する被害者による情報
発信を期待してもおかしくないとかいうような特段の事情」がある場合に
は，反論を期待しても不当とはいえず，かつそのような特段の事情の存
在は「名誉毀損罪の成立を妨げる前提状況」であるとした。このような判
示からは，第一審判決はいわゆる「対抗言論」，すなわち言論に対しては
言論によって対抗すべし，という考え方を採用したと評価できよう。イン
ターネット上の名誉毀損的表現の法的責任につき「対抗言論」の重要性を
説く論者によれば，「対抗言論（morespeech）」を要求できる事情として，
①当事者双方が対等な言論手段を有すること，②反論を要求しても不公平
とはいえない何らかの事情が存在すること，の 2点が挙げられる13）そし
て，こうした事情によって正当化される「対抗言論の理論」は，「被害者
に公益の観点から特別の犠牲を要求している」のではなく，「その場に平
等な立場で参入した以上，言論に対しては言論で対抗するのを原則にしよ
う」という「『場』（フォーラム）の論理」であるという14）。インターネッ
ト上の名誉毀損の場合，被害者がインターネットへの「アクセスをもつ限
り，加害者と被害者はメディアに関しては全く平等な立場に立つ」ことか
ら，「対抗言論（morespeech）の考え方がより典型的に妥当しうる」15）と
13）高橋和之ほか編『インターネットと法』（有斐閣，第 4版，2010年）64頁〔高橋執
筆〕を参照。
14）同前。
15）高橋ほか編・前掲注⒀65頁〔高橋執筆〕
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する。ただ，第一審判決は「対抗言論」の考え方を，単独で免責事由せず，
免責の「前提状況」と位置づける点で，特徴的である。
しかし，第一審判決の考え方には，控訴審判決や本決定が指摘する点
の他，いくつかの疑問や批判を呈することができよう。そもそも，第一審
判決のいう「特段の事情」がある場合における反論可能性の存在が，なぜ，
加害者側の調査水準を緩和する根拠となりうるのかが，必ずしも判然とし
ない16）。また，刑法解釈論の見地からは，第一審判決の判示には，「名誉
毀損罪の成立を妨げる前提状況」の存在が，「名誉毀損罪の成否の問題な
のか，それとも230条の 2の適用の可否の問題なのか，なお不明確さ」が
残り，「理論的な難点」があるとも指摘されている17）。要するに，第一審
判決には，直ちには納得し難い，論理的な問題点を指摘しうる。
さて，第一審判決が挙げる「反論の可能性」という論拠に対して，控訴
審判決はおおむね次の 5点を指摘して批判を行っている。まず①問題の名
16）前田・前掲注⑴100～101頁，鈴木・前掲注⑸法律時報24頁。
　　なお，この点に関し，後述する「情報の信頼性」という点と関わるが，「相互に意
見の応酬が為されているような状況下で個人がすばやく反論するためには，ネット
利用者として個人に求められる平均的なスキルを駆使して摘示事実の真実性を裏付
ければ足りる」と指摘した上で，第一審判決が「言論による対抗の渦中にある当事
者について，『相当の根拠』を，真実調査義務を緩める方向で判断している点も妥
当」とする見解がある（園田・前掲注⑴法学セミナー41頁）。確かに，現に当事者
間で言論の応酬が行われている状況下においては，反論を効果的ならしめるために
も反論に迅速さが求められるだろうし，その限度で行いうる調査を果たせば足りる，
ともいえる。したがって，こうした論理により調査水準の緩和を正当する可能性も
あろう。しかし，第一審判決は「被害者が実際に反論したかどうかは問わずに，その
ような反論の可能性があることをもって」前提状況ありとする。現に論争状態にある
なら格別，単に相手方からの反論が期待できるにすぎない状況において，なぜ情報発
信者側の調査の水準を緩和し得るのか，疑問が残る（この点につき，前田・前掲注⑴
101頁参照）。
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誉毀損的表現を被害者が知りえるとは限らず，問題の表現の存在を知ら
ない被害者に対しては「反論を要求すること自体そもそも不可能」であ
る。次に②「反論可能な被害者」も「現実に反論するまでは名誉を毀損す
る内容の表現がインターネット上に放置され」続ける。また，③反論に際
しては反論対象たる問題の名誉毀損的表現を何らかの形で示すことになる
が，そのことは問題の表現を知らない第三者に対して被害者が「自ら公表
して知らしめることを要求するのに等し」いことから，被害者には「さら
なる社会的評価の低下を恐れてやむなく反論を差し控える者が生じること
もあり得る」。そして④「匿名又はこれに類するものによる」名誉毀損的
表現に対して「有効かつ適切な反論をすることは困難」なこともありうる。
さらに⑤被害者が反論しても第三者が反論を閲覧するとは限らないし，加
害者の再反論によって名誉毀損が「時には…エスカレートしていくことも
容易に予想される」。そして，本決定もまた，反論可能性という点に関し
ては，「一度損なわれた名誉の回復は容易ではなく，インターネット上で
の反論によって十分にその回復が図られる保証があるわけでもないことな
ど」を挙げて，控訴審判決と同じ結論に達している。
以上のような指摘を支持する見解は少なくない18）。確かに，控訴審判決
が挙げた①の点についていえば，被害者が「無数にあるサイトを逐一，し
かも絶えずチェックすることなど，およそ不可能であろう」19）。また，③
17）金澤・前掲注⑸20頁。また，嘉門・前掲注⑶186頁も，「原審判決の……結論には賛
同する」としつつも，その「理論構成に一部問題がある」と指摘する。
　　なお，この点に関し，佐藤・前掲注⑶214頁は，第一審判決が「名誉毀損罪はいわ
ゆる抽象的危険犯と解されるから，いったん表現された以上は，それが反論の容易な
インターネットでなされたものであるからといって，同罪の構成要件該当性を否定す
ることはできない」との記述がある点を指摘して，「言論が反論可能なインターネッ
ト上でなされたという一点を以て直ちに可罰性を否定すると言う論理ではないという
ことがわかる」と指摘する。
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ないし⑤の点との関係でいえば，反論を行うことが必ずしも被害者にとっ
て容易ないし適切ではない場合もありうるのではないか，との疑問が第一
審判決の評価20）として既に呈されていた21）。さらに，たとえばインター
ネット上の掲示板やブログ等のように，コメントの書き込みが一覧できる
ような場合において名誉毀損的表現行為とそれに対する反論行為が行われ
ているのならば格別，名誉毀損的表現行為が行われている場所とは別の場
所において反論が行われているとすれば，⑤のような指摘が成立しうる。
その一方で，控訴審判決の批判には「ポイント外れのものも含まれ
る」22）との指摘がある。すなわち，①の点についていえば「名誉棄損罪が
親告罪であるのは被害者が表現を知っていることが前提となる以上，説得
的でな」く23），また③の点については「対抗言論の法理からすれば，論争
すべき場合に反論せず裁判に訴えるのは，表現の自由の哲学に反すると言
う批判がありうる」24）。さらに本決定が指摘する反論による名誉回復の保
18）小玉・前掲注⑸28頁は，控訴審判決が挙げる①～⑤の諸点は「今日のインターネッ
ト上の表現行為を巡る現状を踏まえると，いずれも極めて常識的かつ合理的な指摘で
ある」として，「インターネット上における反論の容易性」を理由として，第一審判
決が論ずるような「特段の事情」がある場合に「本件判断基準よりも緩やかな基準を
定立」するとした同判決は，「その前提を欠く」と指摘する。また，西田・前掲注（）
119頁は，控訴審判決が「被害者に反論の可能性があることをもって最高裁大法廷判
決が判示している基準を緩和しようとすることは，被害者保護に欠け，相当でない」
とする判断を「支持すべき」であるとする。
19）進士・前掲注⑶59頁。
20）永井・前掲注⑴12頁を参照。なお，前田・前掲注⑴102頁も同旨。
21）なお，平川・前掲注⑸99頁は，「人間には沈黙する自由もあるはずであって，反論
の可能性があれば反論せよというのは適当ではない」と指摘する。
22）宍戸・前掲注⑸70頁。
23）同前。
24）同前。
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証という点にも，「反論が奏功するかどうかは論争次第であり，……論争
において有効な反論ができずに負けたとすれば，それは負けた側が悪いと
いうのが，『言論には言論で』という哲学の帰結である」25）との指摘がある。
控訴審判決や本決定による批判には，確かに妥当な点があるようにも思
われる。
しかしその一方で，ここに見た指摘にもあるように，控訴審判決や本決
定による，反論可能性についての理解・批判すべてが，必ずしも十分に説
得力を持ったものになっている，というわけではないのではないか。
たとえば，控訴審判決が指摘する①の点についていえば，なんら論争関
係に立っていない当事者間ならば，当然①のような懸念が生じるであろう。
しかし，第一審判決自体は無条件にインターネットにおける名誉毀損的表
現行為に対する反論可能性を肯定しているとは言い難く，第一審判決の論
拠に対して①の指摘が妥当するか否かは，考慮の余地があろう26）。
また，④の点についていえば，名誉毀損的表現行為に対して反論をする
必要性が生ずるのは，特定の「誰か」が名誉毀損的表現行為を行ったから，
ということもさることながら，名誉毀損的表現行為として「何か」を述べ
られたから，という場合が多いと推測される。すなわち，反論に際しては，
その反論が対象とする言論が特定できればさしあたって足り，対象となる
言論が「誰」によってなされたかは，反論行為を行うに際して，必ずしも
絶対不可欠，とまではいえないのではないだろうか。もちろん，名誉毀損
的表現行為そのものの差止めや法的責任の追及の場面では行為者の特定は
重要である。だが，反論の有効性は，名誉毀損的表現行為を行った者の匿
名性とは一応別の次元の問題ではないか，との疑問を呈し得る。
25）同前。
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3 ．「情報の信頼性についての受け止められ方」と名誉毀損罪の成否
次に第一審判決が指摘する，もう一つの論拠について検討する。
第一審判決は，昭和44年最判の免責法理とは異なる枠組による免責の可
能性を認める根拠として，「インターネット上で発信される情報の信頼性
についての受け取られ方」を挙げる。すなわち，「これまでのマスコミな
どに対するような高い取材能力や綿密な情報収集，分析活動が期待でき
ないことは，インターネットの利用者一般が知悉して」おり，ゆえにイン
ターネットの「個人利用者がインターネット上で発信した情報の信頼性は
一般的に低いものと受けとめられている」と指摘する。
以上の判断に対して控訴審判決は次のように述べて第一審の判断を覆し
ている。すなわち，インターネット上には信頼性の低いとみられる情報が
多数存在するが，しかし，それは何もインターネット上に限ったものでは
26）ただし，この点との関係で本件の場合留意すべきは，加害者と言論のやり取りを
行ったのが，被害者たる乙社そのものではなく，「甲団体の関係者と思しき複数の人
物」であった，と第一審判決が認定している点である（なお，山田・前掲注⑸43頁は，
乙社側の「関係者とみられる人物たちが数多く書き込みをし」ていると指摘する。
　　確かに本件の場合には，このほかにも第一審判決において，甲団体と乙社との間に
緊密な関係があったのではないかと推測させる事情が複数認定されており，被害者と
される乙社に反論を期待することが，直ちには不当とはいえなかったと評価できる余
地がありうる。この見地からは，本件被告人の表現行為は「一方的な誹謗中傷行為と
いうよりは，むしろ対等な両者の『言論による対抗の渦中』で生じた議論の応酬とし
ての側面が強いように思われる」とする指摘（三宅・前掲注⑸126頁）も成り立ちう
るように思われる（なお，この点については，前田・前掲注⑴102頁をも参照）。
　　だが一般論として考えてみると，多数の参加者が予期されるインターネット上の論
争においては，論争に直接参加しないものの，論争の話題に挙げられる者も登場して
くることもあろう（第三者間の論争によってその評価が争われている，現存する著名
な人，団体等）。こうした者たちは，一体，論争の参加者といかなる関係がある場合
に，直接反論を行うことを期待される「特段の事情」があると認められるのか，と
いった疑問がありうる。以上の点については，前田・前掲注⑴104頁，鈴木・前掲注
⑸ジュリスト28頁を参照。
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なく，逆にインターネット上の情報にも「確実な資料，根拠に基づいた信
頼性の高いものも多数存在する」。このことは，個人利用者が発する情報
であっても同様であり，閲覧する側も，個人利用者の発する情報が一律に
信頼性の低いものという前提で閲覧するわけではない。むしろ信頼性が低
いと受け止められる情報であっても，閲覧する側は「その情報の中にも幾
分かの真実が含まれているのではないかと考えるのが通常」である，と。
そして本決定も，「個人利用者がインターネット上に掲載したものであ
るからといって，おしなべて，閲覧者において信頼性の低い情報として受
け取るとは限らないのであって，相当の理由の存否を判断するに際し，こ
れを一律に，個人が他の表現手段を利用した場合と区別して考えるべき根
拠はない」として，控訴審判決の考え方に同意するのである。
既に前稿にて指摘したように27），第一審判決の論理は，要するにイン
ターネット上の情報の信頼性が低い「と受け止められている」以上，情報
を発信する側においても，慎重な情報発信を行う必要はない，という帰結
になりかねない。そもそもインターネット上の個人利用者の発信する情報
の信頼性が低いことは，情報の「真否を慎重に弁えるべきことをその利用
者一般に警鐘する理由」28）とはなり得ても，そのことから加害者側が表現
活動を行うに際して要求されるべき調査の水準などを緩和することを認め
ることにはつながらないはずである29）。情報の信頼性が低いと評価されて
いるのならば，かえって免責の余地が拡大する（情報発信に際して，十分
な裏付けがなくともかまわない），というのは，「軽率な名誉毀損的表現を
誘発しかねず，是認しがたい論理」30）であり，極論すれば，「嘘つきは嘘
をついても許されることになりかねない」31）といえよう。また，このよう
27）前田・前掲注⑴104頁を参照。
28）永井・前掲注⑴13頁。
29）同前を参照。
30）前田・前掲注⑴104頁。
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な理解は，少なくとも，いわゆる夕刊紙による不法行為としての名誉毀損
が問題となった最高裁判決における，「当該新聞の編集方針，その主な読
者の構成及びこれらに基づく当該新聞の性質についての社会の一般的な評
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
価
0
は，右不法行為責任の成否を左右するものではない」（傍点引用者）と
の判断32）とは整合しない33）。この判断は，既述の通り，不法行為としての
名誉毀損についてのものであるが，しかし，刑法上の名誉毀損罪の成否を
考える際も，この点を別異に解する理由はないであろう。
また，「判例上，名誉毀損罪の具体的に社会的評価が低下しなくとも成
立しうる」ことから，「人々がインターネット上の情報の信頼性を低いと
受け止めているかどうかは，名誉毀損罪が成立するかどうかと無関係」34）
ではないか，との指摘も加えられている。
以上の見地からすると，第一審判決が述べるような「情報の信頼性につ
いての受け取られ方」を，「相当の理由の存否を判断するに際し」て判断
材料とするのは適切ではないと言える。そして，この限りで控訴審判決そ
して本判決が第一審判決の論理を否定したのは妥当であると考える。
4 ．終わりに
以上で本稿の考察を終える。最後に本稿の考察をまとめておく。
本決定は，インターネット上における個人の表現行為による名誉毀損罪
の成否につき，表現行為が行われた媒体の特性にかかわらず，いわゆる
「夕刊和歌山時事」事件最高裁判決が提示した判断基準を踏襲することを，
最高裁として確認した点で重要な意義を有する判決である。以上に考察し
てきたように，本件第一審判決が新たな基準を導入するに際して論拠とし
31）平川・前掲注⑸99～100頁。
32）最三小判平成 9年 5月27日民集51巻 5 号2009頁。
33）鈴木・前掲注⑸ジュリスト27頁を参照。
34）小島・前掲注⑸52～53頁。
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た点には問題がある。したがって，この限度で本件第一審判決の論理を否
定した本件控訴審判決，そして本決定は妥当と考えられる。
しかしながら，インターネット上での個人の表現行為については，従来
のマス・メディアによる表現行為とは異なる考慮が必要であるように思わ
れるにも関わらず，この点に対する顧慮がなされずに，従来の基準を踏襲
した本決定についても疑問が残る。本決定の考え方が妥当であると言える
のかどうか，さらなる考察を進める必要があろう。
また，この点との関係で，対抗言論の考え方についても，なお検討すべ
き課題が少なくないように思われる。改めて検討を加えたい。
追記：本稿校正時に，紀藤正樹「インターネット上の表現に対する名誉
毀損事件」法学セミナー674号（2011年）30頁に接した。
